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問国保医療課国保年金係（☎983‒2962）

で
と
な
り
ま
す
。

１
70
歳
未
満
の
人
の
場
合

　

同
じ
医
療
機
関
で
支
払
っ
た
医
療
費

が
対
象
で
す
（
院
外
処
方
の
場
合
、
調

剤
を
同
じ
医
療
機
関
と
し
て
計
算
）。

異
な
る
医
療
機
関
の
分
は
、
そ
れ
ぞ
れ

が
２
万
１
千
円
以
上
で
あ
れ
ば
合
算
対

象
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
同
じ
医
療
機

関
で
も
医
科
と
歯
科
、
入
院
と
外
来
は

別
々
に
計
算
し
ま
す
。

　

な
お
、
入
院
や
外
来
で
ひ
と
月
の
自

己
負
担
額
が
高
額
に
な
る
場
合
は
、
事

前
に
「
限
度
額
適
用
認
定
証
」
の
交
付

を
国
保
医
療
課
で
受
け
て
お
く
と
、
各

医
療
機
関
で
の
自
己
負
担
は
限
度
額
ま

　

ひ
と
月
の
医
療
費
（
※
❶
）
の
自
己

負
担
額
が
高
額
に
な
っ
た
と
き
、
基
準

に
該
当
す
る
場
合
は
、
限
度
額
を
超
え

た
分
が
申
請
に
よ
り
、
高
額
療
養
費
と

し
て
支
給
さ
れ
ま
す
。

　

申
請
は
保
険
証
、
領
収
書
、
口
座
番

号
、
個
人
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）
の

わ
か
る
も
の
（
※
❷
）
が
必
要
で
す
。

　

確
定
申
告
で
医
療
費
控
除
を
受
け
ら

れ
る
場
合
は
「
医
療
費
等
の
明
細
書
」

を
作
成
す
れ
ば
領
収
書
の
提
出
は
不
要

と
な
り
ま
す
。
必
ず
領
収
書
を
手
元
に

保
管
し
て
お
い
て
く
だ
さ
い
。

※
70
歳
未
満
と
70
歳
以
上
の
人
で
は
、

限
度
額
が
異
な
り
ま
す
。
詳
し
く
は
次

の
１
、２
お
よ
び
表
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

国
民
健
康
保
険
の
高
額
療
養
費
制
度

※❶ひと月の医療費とは
　月の１日から月末までの月単位で、保険適用
になった自己負担額。
※❷個人番号（マイナンバー）が
　わかるものとは
　マイナンバーカードまたはマイナンバー通知
カードと本人確認書類（運転免許証等）をご提
示ください。代理人は、委任状と代理人の本人
確認書類が必要です。

　

病
院
・
診
療
所
、
歯
科
の
区
別
な
く

合
算
で
き
ま
す
。

　

外
来
（
個
人
単
位
）
と
入
院
・
外
来

（
世
帯
単
位
）で
限
度
額
が
異
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
入
院
や
外
来
で
ひ
と
月
の
自

己
負
担
限
度
額
が
高
額
に
な
る
場
合

は
、
事
前
に
「
限
度
額
適
用
・
標
準
負

担
額
減
額
認
定
証
（
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ

に
該
当
す
る
人
）」
ま
た
は
「
限
度
額

適
用
認
定
証
（
現
役
並
み
Ⅰ
・
Ⅱ
に

該
当
す
る
人
）」
の
交
付
を
国
保
医
療

課
で
受
け
て
お
く
と
、
各
医
療
機
関

で
の
自
己
負
担
は
限
度
額
ま
で
と
な

り
ま
す
。

２
70
歳
以
上
75
歳
未
満
の

　
　
　
　
　
　
人
の
場
合

１70歳未満の自己負担限度額(月額）

区　　分
医療費の自己負担限度額
３回目まで ４回目以降

(※３)

住民税
課税世帯

上位
所得者
(※１)

基礎控除後の総所得
(※２)
901万円超

252,600円＋
医療費の総額－
842,000円　　　×１%

140,100円

基礎控除後の総所得
600万円超～
901万円以下

167,400円＋
医療費の総額－
558,000円　　　×１%

93,000円

一般

基礎控除後の総所得
210万円超～
600万円以下

80,100円＋
医療費の総額－
267,000円　　　×１% 44,400円

基礎控除後の総所得
210万円以下 57,600円

住民税非課税世帯(※４） 35,400円 24,600円
※１所得の申告をしていない人も、上位所得者とみなされますので、必ず申告してく
ださい。

※２基礎控除後の総所得とは、国保被保険者それぞれの前年の所得から基礎控除を引
いた額を全て合算した額。

※３過去12カ月間に１世帯で高額療養費の支給が４回以上あった場合。
※４同一世帯の世帯主とすべての国保被保険者が住民税非課税の世帯に属する人。

２70歳以上75歳未満の自己負担限度額（月額）

区　　分
自己負担限度額

外　　　来
（個人単位）

外来＋入院
（世帯単位）

４回目以降
（※５）

住民税
課税世帯

現
役
並
み
所
得
者（
※
１
）

現役並みⅢ
（課税所得690万円以上）

252,600円＋
　医療費の総額－
842,000円　　 ×1%

140,100円

現役並みⅡ
（課税所得380万円以上）

167,400円＋
医療費の総額－
558,000円　　 ×1%

93,000円

現役並みⅠ
（課税所得145万円以上）

80,100円＋
医療費の総額－
267,000円　　 ×1% 44,400円

一　　般（※２）
18,000円
　年間上限額
144,000円

57,600円

住民税
非課税世帯

低所得Ⅱ（※３） 8,000円 24,600円
低所得Ⅰ（※４） 15,000円

※１同一世帯に住民税課税所得が145万円以上の70歳以上75歳未満の国保被保険者が
いる人。ただし、70歳以上75歳未満の国保被保険者の収入の合計が、複数で520万
円未満、単身で383万円未満の場合は申請により「一般」となります。なお、同一
世帯の70歳以上75歳未満の国保被保険者の基礎控除後の所得の合計額が210万円
以下の場合は「一般」となります。

※２現役並み所得者、低所得Ⅱ・Ⅰ以外の人。
※３同一世帯の世帯主とすべての国保被保険者が住民税非課税である世帯に属する人
（低所得Ⅰ以外の人）。

※４同一世帯の世帯主とすべての国保被保険者が住民税非課税で、その世帯の各所得
が必要経費・控除（年金の所得は控除額を80万円として計算）を差し引いたとき
に０円となる人。

※５過去12カ月間に１世帯で高額療養費の支給が４回以上あった場合。

福祉医療制度の
お知らせ

▼医療費の自己負担金を助成
　市内在住の健康保険加入者を対象に、医療費
の自己負担金の一部を助成する福祉医療制度を
実施しています。
　各医療制度の内容に該当しているが、手続き
をしていない人は、お問い合わせください。

▼医療費の助成・給付
　福祉医療制度の受給者証を交付された人は、
次の助成を受けることができます。
京都府内の医療機関等で診療を受けた場合
　医療機関窓口で受給者証を提示すれば、窓口
で助成を受けられ、各制度の自己負担分の支払
いとなります。
京都府外の医療機関等で診療を受けた場合
　医療機関窓口で通常の自己負担額を支払った
後、制度担当課にて、医療費支給申請をするこ
とで、支払った自己負担額のうち、各制度の自
己負担分を除いた額を給付します。
※申請には領収書が必要です。

問国保医療課医療係（☎983‒2976）

■福祉医療制度
種　類 対　象 医療費の自己負担 手続きに必要なもの 所得制限

障がい者医療
身体障害者手帳１～
３級または療育手帳
を持つ75歳未満の人

原則なし

障害者手帳または療
育手帳、健康保険証

あり
(所得制限額の表参
照)重度心身障がい

老人健康管理事業

後期高齢者医療被保
険者で身体障害者手
帳１～３級または療
育手帳を持つ人

後期高齢者医療被保
険者証、障害者手帳
または療育手帳

老人医療 満65歳～69歳の人

２割または３割
※世帯内に65歳以上
で住民税課税所得が
145万円以上の人が
いる場合は３割

健康保険証

本人、配偶者、同
一世帯員および扶
養義務者全員が所
得税非課税

■所得制限額
 扶養人数
区　　分 ０人 １人 ２人 以降

１人につき
障がい者医療・
重度心身障がい老人
健康管理事業

本人 360万４千円以下 398万４千円以下 436万４千円以下 38万円加算
配偶者および
扶養義務者 628万７千円未満 653万６千円未満 674万９千円未満 21万３千円

加算
※上記の額は、令和４年中の所得から本人控除(障害者控除)や社会保険料控除を差し引いた額です。

▼老人医療負担金貸付金
　市内在住の後期高齢者医療被保険者および老
人医療受給者を対象に入院時の医療費の自己負

担金の貸し付けを行っています。
　貸し付けには、所得・世帯状況等要件があり
ます。詳しくはお問い合わせください。


